
 

 京都市サービス付き高齢者向け住宅事業の登録等に係る事務処理要綱 

 

平成２３年１０月２０日制定 

  平成２５年３月１４日改正 

令和元年１２月１４日改正 

令和３年３月２６日改正 

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は，高齢者の居住の安定確保に関する法律（以下「法」という。），高齢

者の居住の安定確保に関する法律施行令（以下「政令」という。），高齢者の居住の安定

確保に関する法律施行規則（以下「省令」という。）及び国土交通省・厚生労働省関係高

齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（以下「共同省令」という。）に定めるもの

のほか，本市の区域内において行うサービス付き高齢者向け住宅事業の登録等に関し，

必要な事項を定める。 

  

 （定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は，法，政令，省令及び共同省令で使用する 

 用語の例による。 

 

（登録の申請） 

第３条 法第６条第１項の規定による登録（法第５条第２項の登録の更新を含む。）の申請

を行おうとする者は，共同省令第４条に規定する申請書（共同省令別記様式第１号)に共

同省令第７条に規定する書類を添付し，正本２部，副本１部を市長に提出するものとす

る。 

２ 共同省令第７条第２号に規定する書類は，加齢対応構造等のチェックリスト（第１号

様式）を用いるものとする。 

３ 共同省令第７条第６号に規定する市長が必要と認める書類は，次の各号に掲げる書類

とする。 

（１）各住戸の専用面積を示す求積図及び求積表 

（２）各住戸の専用面積が２５㎡に満たない場合は，居間，食堂，台所その他の高齢者が 

  共同して居住の用に供する共用部分の面積を示す求積図及び求積表 

（３）台所，収納設備又は浴室を共用部分で共同して利用する場合は，各居住部分に備え 

  る場合と同等以上の居住環境が確保されることを示す図面 

（４）法第５条第１項に規定する状況把握サービス及び生活相談サービスを行う者（以下 

  「サービス提供者」という。）が，共同省令第１１条第１号イ又はロに掲げる者である

ことを証する書類 

 



 

（５）サービス提供者が常駐する箇所を表示した図面 

（６）駐車・停車スペースを表示した図面 

（７）入居契約の登録基準適合性に関するチェックリスト（第２号様式） 

（８）建築基準法に規定する確認済証の写し（建築確認申請が必要な場合に限る。なお，

登録の更新時は，建築基準法に規定する検査済証の写しも併せて添付すること） 

（９）土地・建物賃貸借契約書の写し（借地・借家の場合に限る。） 

（10）高齢者生活支援サービス契約書 

（11）有料老人ホーム重要事項説明書（有料老人ホームの適用を受ける場合に限る。） 

（12）人権の擁護・虐待の防止に関する誓約書（入居契約に係る約款において規定する場

合を除く。） 

（13）その他市長が必要と認める書類 

 

（登録の通知） 

第４条 法第７条第３項の規定による通知は，サービス付き高齢者向け住宅事業登録通知

書（第３号様式）により行うものとする。 

 

（登録の基準に適合しない旨の通知） 

第５条 法第７条第４項の規定による通知は，サービス付き高齢者向け住宅事業登録基準

不適合通知書（第４号様式）により行うものとする。 

 

（登録の拒否の通知） 

第６条 法第８条第２項の規定による通知は，サービス付き高齢者向け住宅事業登録拒否

通知書（第５号様式）により行うものとする。 

 

（登録事項等の変更の届出） 

第７条 法第９条第１項の規定による登録事項等の変更の届出を行おうとする者は，共同

省令第１６条第１項に規定する登録事項等変更届出書（共同省令別記様式第２号）に同

条第２項に規定する書類を添付し，正本２部及び副本１部を市長に提出するものとする。 

 

（登録簿の閲覧場所等） 

第８条 法第１０条の規定によるサービス付き高齢者向け住宅登録簿（以下「登録簿」と

いう。）の閲覧は，都市計画局住宅室住宅政策課（以下「閲覧所」という。）において行

う。 

２ 閲覧所の休日は，京都市の休日を定める条例第１条第１項に規定する本市の休日とす

る。 

３ 登録簿の閲覧時間は，午前８時４５分から正午まで及び午後１時から午後５時３０分



 

までとする。 

 

（登録簿の持出禁止） 

第９条 登録簿を閲覧する者は，登録簿を閲覧所の外に持ち出すことができない。 

 

（登録簿の閲覧の停止及び禁止） 

第１０条 市長は，登録簿を閲覧する者が次の各号のいずれかに該当する場合は，登録簿

の閲覧を停止し，又は禁止することができる。 

（１）前条の規定に違反したとき。 

（２）登録簿を汚損し，若しくは破損し，又はそれらのおそれがあると認めるとき。 

（３）他人に迷惑を及ぼし，又は及ぼすおそれがあると認めるとき。 

（４）登録簿の閲覧に関して，職員の指示に従わないとき。 

２ 市長は，前項に規定する場合のほか，登録簿の管理のため，特に必要があると認める

場合は，登録簿の閲覧を停止し，又は禁止することができる。 

 

（地位の承継） 

第１１条 法第１１条第３項の規定による地位の承継の届出は，地位承継届出書（第６号

様式）により行うものとする。 

 

（廃業等の届出） 

第１２条 法第１２条第１項及び第２項の規定による廃業等の届出は，廃業等届出書（第

７号様式）により行うものとする。 

 

（登録の抹消） 

第１３条 法第１３条第１項第１号の規定による登録の抹消の申請は，登録抹消申請書（第

８号様式）により行うものとする。 

 

（登録の抹消の通知） 

第１４条 前条の申請に対する登録の抹消の通知は，サービス付き高齢者向け住宅事業登

録抹消通知書（第９号様式）により行うものとする。 

 

（報告，検査等） 

第１５条 登録事業者は，登録事業の業務を開始しようとするときは，あらかじめその旨

を市長に報告し，登録住宅の整備状況に関し，本市職員の確認を受けるものとする。 

２ 登録事業者は，毎年度末時点の登録事業の実施状況を，サービス付き高齢者向け住宅 

 事業実施状況報告書（第１０号様式）により，翌年度の４月３０日（京都市の休日を定 



 

 める条例第１条第１項に規定する休日に当たる場合は，その直後の開庁日）までに市長

に報告するものとする。ただし，サービス付き高齢者向け住宅事業の登録を受けた年度

についてはこの限りでない。 

 

（登録の取消の通知） 

第１６条 法第２６条第３項の規定による登録の取消の通知は，サービス付き高齢者向け

住宅事業登録取消通知書（第１１号様式）により行うものとする。 

 

（すこやか賃貸住宅への登録） 

第１７条 登録事業者は，登録住宅を京都市居住支援協議会が実施するすこやか賃貸住宅

に登録するよう努めるものとする。 

 

   附 則 

  この要綱は，平成２５年３月１４日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は，令和元年１２月１４日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

 

 



 

第２号様式（第３条第３項関係） 

サービス付き高齢者向け住宅の入居契約の登録基準適合性に関するチェックリスト 

チェック内容 根拠規定 チェック欄 

（１）書面によるものであること。 法第７条第１項第６号イ  

（２）居住の用に供する専用部分が明示されていること。 

  （※単に建物全体を示すのではなく，具体の部屋番号が記載

  されているなど特定されていること。） 

法第７条第１項第６号ロ  

（３）①敷金，②家賃，③高齢者生活支援サービスの提供の対価，

  ④家賃等（②及び③）の前払金以外の金銭（権利金等）を受

  領しないこと。 

法第７条第１項第６号ハ  

（４）家賃等の前払金を受領する場合には，その算定の基礎が明

  示されていること。 

法第７条第１項第６号ニ  

（５）家賃等の前払金を受領する場合には，家賃等の前払金につ

  いて事業者が返還債務を負うこととなる場合における当該

  返還債務の金額の算定方法が明示されていること。 

法第７条第１項第６号ニ  

（６）入居者の入居後，３月が経過するまでの間に契約が解除さ

  れ，又は入居者の死亡により終了した場合には，家賃等の月

  額を３０で除した額に，入居の日から起算して契約が解除さ

  れ，又は入居者の死亡により終了した日までの日数を乗じた

  額を除き，家賃等の前払金を返還すること。 

   入居者の入居後，３月が経過し，想定居住期間が経過する 

  までの間に契約が解除され，又は入居者の死亡により終了し

  た場合には，契約が解除され，又は入居者の死亡により終了 

  の日以降の期間につき日割計算により算出した家賃等の額 

  を，家賃等の前払金の額から控除した額を除き，家賃等の前 

  払金を返還すること。 

法第７条第１項第６号ホ 

共同省令第１２条 

 

（７）入居者の病院への入院又は入居者の心身の状況の変化を理

  由として，当該理由が生じた後の入居者の合意が無く，一方

  的に居住部分を変更し，又は契約を解約することができない

  こと。 

法第７条第１項第６号ヘ 

共同省令第１３条 

 

（８）住宅の整備に関する工事の完了前に敷金又は家賃等の前払

  金を受領しないこと。 

法第７条第１項第７号  

（９）家賃等の前払金について，事業者が返還債務を負うことと

  なる場合に備えて，必要な保全措置が講じられていること。 

法第７条第１項第８号 

共同省令第１４条 

 

  



 

第３号様式（第４条関係） 

 

サービス付き高齢者向け住宅事業登録通知書 

  

第     号 

年  月  日 

          様 

   

京都市長        印   

  

 

  年  月  日付けで申請のあったサービス付き高齢者向け住宅事業（新規・更新）

について，高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第１項の規定に基づき登録しまし

たので，同条第３項の規定により通知します。 

 なお，登録事項については，同法第１６条の規定による公示（インターネットの利用又

は公衆の見やすい場所への掲示）を行ってください。 

 

 

  

１ サービス付き高齢者向け住宅の名称 

  

  

２ サービス付き高齢者向け住宅の所在地 

  

  

３ 登録年月日 

 

 

４ 登録番号        第      号 

 

 

 



 

第４号様式（第５条関係） 

 

サービス付き高齢者向け住宅事業登録基準不適合通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

          様 

 

京都市長       印 

 

  年  月  日付けで申請のあったサービス付き高齢者向け住宅事業（登録・更新）

について，高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第４項の規定に基づき，登録基準

に適合しないと認めましたので，通知します。 

 

１ サービス付き高齢者向け住宅の名称 

 

 

２ サービス付き高齢者向け住宅の所在地 

 

 

３ 登録不適合の理由 

     

  

（教示） 

１ この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇

月以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内で

あっても，この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求

をすることができなくなります。 

２ また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請

求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内

に，京都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもで

きます（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）ただし，当該期

間内であっても，この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査

請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，

処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 



 

 

第５号様式（第６条関係） 

 

サービス付き高齢者向け住宅事業登録拒否通知書 

 

第     号 

年  月  日 

  

          様 

 

京都市長       印 

 

  年  月  日付けで申請のあったサービス付き高齢者向け住宅事業（登録・更新）

について，高齢者の居住の安定確保に関する法律第８条第１項の規定に基づき，登録を拒

否しますので，同条第２項の規定により通知します。 

 

１ サービス付き高齢者向け住宅の名称 

 

 

２ サービス付き高齢者向け住宅の所在地 

 

 

３ 登録拒否の理由 

  

（教示） 

１ この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇

月以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内で

あっても，この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求

をすることができなくなります。 

２ また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請

求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，

京都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます

（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）ただし，当該期間内で

あっても，この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対

する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取

消しの訴えを提起することはできなくなります。 



 

第６号様式（第１１条関係） 

 

サービス付き高齢者向け住宅事業地位承継届出書 

 

年  月  日 

（あて先）  

 京都市長  

 

               届出者（承継者）住所 

                       氏名（名称）         

                       （代表者氏名）          ㊞ 

                      

 高齢者の居住の安定確保に関する法律第１１条第３項の規定に基づき，サービス付き高

齢者向け住宅事業について地位の承継を届け出ます。 

 

１ 承継の理由（いずれかに○をしてください。） 
 

 (1) 登録事業の譲渡   (2) 相続   (3) 合併   (4) 分割 

 

２ 登録番号 

 

３ 被承継者の商号，名称又は氏名及び住所 

 

４ サービス付き高齢者向け住宅の位置 

 

５ 承継の年月日 

 

 

備考  

１ 承継者が法人の場合は，代表者の氏名も記載してください。 

２ 氏名の記載を自署で行う場合には，押印を省略することができます。 

３ 地位の承継を示す書類を添付してだくさい。 

４ 法第６条第１項の申請書のうち，地位の承継により変更された事項について記載して 

 添付してください。 

５ 申請書添付書類のうち，地位の承継により記載事項が変更されたものについて添付し 

 てください。 



 

第７号様式（第１２条関係） 

 

廃業等届出書 

 

 

年  月  日 

（あて先）  

 京都市長  

 

                    届出者 住所（所在地）        

                        氏名（名称）         

                       （代表者氏名）          ㊞ 

       

 高齢者の居住の安定確保に関する法律第１２条第 項の規定に基づき，サービス付き高

齢者向け住宅事業について廃業等を届け出ます。 

 

１ サービス付き高齢者向け住宅の名称 

 

２ サービス付き高齢者向け住宅の所在地 

 

３ 登録年月日 

 

４ 登録番号 

 

５ 登録事業の廃業等予定年月日 

 

６ 理由 

（１）登録事業を廃止しようとする理由 

 

（２）登録事業者である法人が解散しようとする理由 

   （合併及び破産手続開始の決定を除く。） 

 

 

備考 

１ 登録申請者が法人である場合には，代表者の氏名も記載してください。 

２ 氏名の記載を自署で行う場合には，押印を省略することができます。 

 

 



 

第８号様式（第１３条関係） 

 

登録抹消申請書 

 

 

年  月  日 

（あて先） 

 京都市長  

 

申請者 住所（所在地）         

氏名（名称）          

（代表者氏名）        ㊞ 

 

 高齢者の居住の安定確保に関する法律第１３条第１項第１号の規定に基づき，サービス

付き高齢者向け住宅事業について登録の抹消を申請します。 

 

１ サービス付き高齢者向け住宅の名称 

 

 

２ サービス付き高齢者向け住宅の所在地 

 

 

３ 登録年月日 

 

 

４ 登録番号 

 

 

５ 抹消しようとする理由 

 

 

 

 

 

 

 



 

第９号様式（第１４条関係） 

 

サービス付き高齢者向け住宅事業登録抹消通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

          様 

 

京都市長        印 

 

  年  月  日付けで申請のあったサービス付き高齢者向け住宅登録の抹消に係る申

請について，京都市サービス付き高齢者向け住宅事業の登録等に係る事務処理要綱第１４

条の規定に基づき，登録を抹消しましたので，通知します。 

 

１ サービス付き高齢者向け住宅の名称 

 

 

２ サービス付き高齢者向け住宅の所在地 

 

 

３ 登録年月日 

 

 

４ 登録番号 

 

 

 

 



 

第１１号様式（第１６条関係） 

 

サービス付き高齢者向け住宅事業登録取消通知書 

  

第     号 

  年  月  日 

  

          様 

  

京都市長          印 

  

  年  月  日付け   第  号で登録したサービス付き高齢者向け住宅事業につ

いて，高齢者の居住の安定確保に関する法律第２６条第 項の規定に基づき登録を取り消

しましたので，同条第３項の規定により通知します。 

 

１ サービス付き高齢者向け住宅の名称 

 

 

２ サービス付き高齢者向け住宅の所在地 

 

 

３ 登録取消しの理由 

  

  

（教示） 

１ この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇

月以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内で

あっても，この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求

をすることができなくなります。 

２ また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請

求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，

京都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます

（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）ただし，当該期間内で

あっても，この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対

する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取

消しの訴えを提起することはできなくなります。 

 

 


